
資料 1 施策「市民参画と協働」推進について 

 

まちづくり総合計画 成果・課題 

将
来
都
市
像 

基
本
目
標 

施
策 

主
な
事
務
事
業 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

 

住
み
よ
い
ま
ち
日
本
一 

健
康
田
園
文
化
都
市
、
し
ば
た 

市
民
活
動
・
行
政
活
動 

市
民
参
画
と
協
働 

ま ち づ

く り 基

本 条 例

推 進 事

業 

・条例制定 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 23 

参画方法 31 

 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 28 

参画方法 39 

 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 29 

参画方法 36 

 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 40 

参画方法 47 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

・条例改正せ

ず、条例の定着

を図る（4年を

超えない期間

で条例検討） 

 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 40 

参画方法 48 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 39 

参画方法 49 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

 

 

・市民参画取組

状況 

事業数 43 

参画方法 57 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

 

・市民参画取組

状況 

 事業数 38 

 参画方法 42 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

・条例改正せ

ず、条例の定着

を図る（4年を

超えない範囲

の条例検討 

 

 

・市民参画取組

状況 

 事業数 46 

 参画方法 53 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

 

 

 

 

・市民参画取組

状況 

 事業数 39 

 参画方法 46 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

 

 

 

 

・市民参画取組

状況 

 事業数 41 

 参画方法 46 

 

・市民参画評価

総括会議設置 

 

 

 

毎年度、「新発田市市民参画評価総括会議」を開催

し、年度ごとの市民参画に関する取り組みを総括す

るとともに、その結果を市民に公表してきた。市民

参画と協働が義務付けられていない「その他事業」

において、自主的に参画と協働の手法を用いる件数

が、条例制定前と比べ 12倍に増加しており、市民参

画と協働の意識が定着しつつあることがうかがえ

る。特に地域住民と行政各課が連携して、地域課題

の解決に向けて一体的に取り組む事例が増加してい

る。 

自 治 会

連 合 会

活 動 支

援事業 

 総会 124人 

市 政 懇 談 会

135人 

視察 57人 

講演会 176人 

活動回数 24回 

総会 91人 

市 政 懇 談 会

155人 

視察 68人 

講演会 188人 

活動回数 20回 

総会 122人 

市 政 懇 談 会

122人 

視察 57名 

講演会 160名 

活動回数 32回 

 

・組織強化検討

委員会（第 1

次）発足 

総会 148名 

市 政 懇 談 会

131名 

視察 73名 

講演会 133名 

活動回数 61回 

 

・東日本大震災

義援金募集活

動 

総会 157人 

市 政 懇 談 会

158人 

視察 89人 

講演会 114人 

活動回数 102

回 

 

・全 17地区の

組織化、役員会

定例開催 

・活動方針によ

る運営 

・地域福祉計画

との連携実施

（モデル地区

設定） 

総会 174人 

市 政 懇 談 会

158人 

視察 67人 

講演会 233人 

活動回数 109

回 

 

・組織強化検討

委員会（第 2

次）発足 

・1地区 1課題

の設定 

総会 162人 

市 政 懇 談 会

135人 

視察 118人 

講演会 

 

 

・全１７地区対

話集会完了 

・地域福祉計画

連携事業実施 

・ＦＭしばたと

の連携番組 

・男女協働参画

連携事業実施 

総会 168人 

市 政 懇 談 会

140人 

視察 136人 

講演会 238人 

 

 

・地域連携推進

部会の設立 

・地域福祉計画

連携事業実施 

・人権啓発連携

事業実施 

総会 175人 

市 政 懇 談 会

118人 

視察 93人 

講演会 298人 

 

 

・地域連携推進

部会の設立 

・地域福祉計画

連携事業実施 

・自主防災組織

設置率向上の

取組 

総会 176人 

市 政 懇 談 会

156人 

視察 110人 

講演会 142人 

 

 

・地域連携推進

部会の設立 

・自主防災組織

設置率向上の

取組 

・男女協働参画

連携事業実施 

持続可能な自治会運営を目指し、平成 24 年に全 17

地区の組織化を図り、平成 25年から 27年にかけて

「対話集会」を全 17地区で実施し、体制の整備と課

題の把握に取り組んできた。地区代表による定例会

議を毎月開催し、課題解決のための部会を設置し、

自主防災組織の設立支援強化など具体的な地域課題

の解決に取り組み、成果に結びついている。 

近年、自治会連合会に対する行政各組織からの参

画・協働の依頼が急増しており、今後も、地域課題

を解決するための重要な協働のパートナーとして、

自治会連合会、及び 17の地区組織と連携・協働する

ことが重要である。 

 

コ ミ ュ

ニ テ ィ

セ ン タ

ー 建 設

事業 

コミセン７施

設 

コミセン７施

設 

コミセン７施

設 

コミセン８施

設 

H22.4~加治川

コミセン開館 

コミセン８施

設 

コミセン８施

設 

コミセン８施

設 

コミセン９施

設 

H26.4~七葉コ

ミセン開館 

コミセン９施

設 

コミセン１０

施設 

 

H28.9～ 

川東コミセン

開館 

コミセン１０

施設 

 

 

平成 28 年度に川東地区コミュニティセンターの

建設事業が完了し、市内全域にコミュニティの活動

拠点の整備が完了した。一方で、一部地域では、人

口の増加によりコミュニティセンターの再構築を求

める声も出てきている。 
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まちづくり総合計画 成果・課題 

将
来
都
市
像 

基
本
目
標 

施
策 

主
な
事
務
事
業 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

 

ま ち づ

く り 活

動 支 援

事業 

・いきいきまち

づくり応援事

業（公開審査で

5 団体に活動

支援金を贈呈） 

 

・パートナーシ

ップ推進事業

（１団体補助） 

 

・地域の宝もの

づくり支援事

業（補助 2年継

続、継続 2 団

体、新規 1 団

体） 

・いきいきまち

づくり応援事

業（公開審査で

5 団体に活動

支援金を贈呈） 

 

・パートナーシ

ップ推進事業

（1団体補助） 

 

・地域の宝物づ

くり支援事業

（継続 1団体、

新規 2団体） 

 

・まちづくり発

表会（いきいき

まちづくり応

援事業を変更） 

 

 

・パートナーシ

ップ推進事業

終了 

 

・地域の宝物づ

くり支援事業

（継続 2団体） 

・まちづくり発

表会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域の宝物づ

くり支援事業

終了 

・まちづくり発

表会 

 

 

 

・協働アクショ

ンセミナー（94

人） 

・まちづくりフ

ェスタ（まちづ

くり発表会か

ら名称変更） 

 

・協働アクショ

ンセミナー（参

加者 86人） 

・まちづくりフ

ェスタ 

・まちづくりフ

ェスタ 

 

 

 

・ＮＰＯ認証業

務の権限移譲 

・まちづくりフ

ェスタ 

 

 

 

・ＮＰＯ認証業

務の権限移譲 

・まちづくりフ

ェスタ 

 

 

 

・ＮＰＯ認証業

務の権限移譲 

・まちづくりフ

ェスタ 

 

 

 

・ＮＰＯ認証業

務の権限移譲 

 特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）が施行され、

今年で 20 年が過ぎたが、団体の高齢化が進んでい

る。市では平成 26年度に、県からＮＰＯ認証業務の

権限移譲を受け活動支援を行っているが、高齢化や

会員の減少などに伴い、解散の相談を多く受けるよ

うになり、今年度解散した団体が 2 団体あった。今

後さらに活動が困難になる団体が見込まれることか

ら、他団体との連携・協働により持続的に団体活動

ができるよう支援が必要となっている。 

平成 20年から開催している市民活動の発表の場「ま

ちづくりフェスタ」においては、平成 29年度から定

住自立圏である胎内市、聖籠町との広域連携事業と

して位置づけ、さらなる団体間の連携促進や活動の

広域化を図っている。 

 

住 民 広

聴事業 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（8回、

245人） 

 

・市長への手紙

（145回） 

 

・記者会見情報

提供（143回）、

報道（49回） 

 

・市政懇談会（3

回、76人） 

 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（12回、

347人） 

 

・市長への手紙

（128回） 

 

・記者会見情報

提供（140回）、

報道（56回） 

 

・市政懇談会（2

回、35人） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（10回、

288人） 

 

・市長への手紙

（122回） 

 

・記者会見情報

提供（161回）、

報道（66回） 

 

・市政懇談会（0

回） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（8回、

237人） 

 

・市長への手紙

（128回） 

 

・記者会見情報

提供（204回）、

報道（95回） 

 

・市政懇談会（0

回） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（9回、

216人） 

 

・市長への手紙

（79回） 

 

・記者会見情報

提供（214回）、

報道（76回） 

 

・市政懇談会（0

回） 

 

・新規：移動市

長室（1回） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（16回、

207人） 

 

・市長への手紙

（65回） 

 

・記者会見情報

提供（244回）、

報道（93回） 

 

・市政懇談会

（廃止） 

 

・移動市長室（2

回） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（18回、

406人） 

 

・市長への手紙

（88回） 

 

・記者会見情報

提供（276回）、

報道（111回） 

 

 

 

 

・移動市長室（2

回） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（20回、

464人） 

 

・市長への手紙 

（62回） 

 

・記者会見情報 

提供（291回）、

報道（80回） 

 

 

 

 

・移動市長室 

（0回） 

・広報モニター

会議（年 3回） 

 

・まちづくり出

前講座（21回、

590人） 

 

・市長への手紙 

（76回） 

 

・記者会見情報 

提供（308回）、

報道（72回） 

 

 

 

 

・移動市長室 

（1回） 

・広報モニター

会議（年 0回） 

 

・まちづくり出

前講座（21回、

544人） 

 

・市長への手紙 

（99回） 

 

・記者会見情報 

提供（285回）、

報道（80回） 

 

 

 

 

・移動市長室 

（1回） 

・広報モニター

会議（年 0回） 

 

・まちづくり出

前講座（20回、

452人） 

 

・市長への手紙 

（109回） 

 

・記者会見情報 

提供（296回）、

報道（91回） 

 

 

 

 

・移動市長室 

（1回） 

広報広聴活動の各種制度は定着しつつある。特に、

定例記者会見では、地域活動も含め情報提供数が増

加傾向にある。また、広報しばた、及びＦＭしばた

において、平成 28年度から地域おこし協力隊の活動

を紹介するコーナーが開始され、積極的に地域活動

の発信に努めている。 

 

職 員 研

修（市民

参 画 と

協 働 関

連） 

・協働研修（1

人） 

 

 

 

・ファシリテー

ター研修（ 2

人） 

・協働研修（1

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 1

人） 

・協働研修（3

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 3

人） 

・協働研修（2

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 5

人） 

 

・協働アクショ

ンセミナー（職

員 44人） 

 

 

 

 

・ファシリテー

ター研修（ 4

人） 

 

・協働アクショ

ンセミナー（職

員 30人） 

 

・新規採用職員

研修（協働）（24

人） 

・協働研修（4

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 5

人） 

 

 

 

 

 

・新採用職員研

修（協働）（27

人） 

・協働研修（4

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 6

人） 

 

 

 

 

 

・新採用職員研

修（協働）（23

人） 

・協働研修（2

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 5

人） 

 

 

 

 

 

・新採用職員研

修（協働）（23

人） 

・協働研修（１

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 5

人） 

 

 

 

 

 

・新採用職員研

修（協働）（32

人） 

・協働研修（１

人） 

 

・ファシリテー

ター研修（ 6

人） 

 

 

 

 

 

・新採用職員研

修（協働）（34

人） 

職員研修は、平成 22 年度から職員の自主性を尊重

し、手上げ方式で実施してきたところ、市民参画と

協働に関連する職員研修の受講者数が増加傾向とな

っている。また、平成 24年度以降は新規採用職員研

修に協働研修を盛り込み、平成 29年度からは定住自

立圏である胎内市、聖籠町と合同で新採用研修を実

施することにより、広域の行政内部においても、参

画と協働の意識の醸成を図っている。 

   地 域 お

こ し 協

力 隊 設

         地域おこし協

力隊員 3名 

（板山、赤谷、

滝谷・滝谷新

田） 

 

地域おこし協

力隊員 6名 

（板山、赤谷、

滝谷・滝谷新

田、米倉、上三

光、中々山） 

平成 28年度に 3人の協力隊員の配置を開始し、平成

29年度に 3人、平成 30年度に 5人、現時点で計 11

人の協力隊員を受け入れ、地域と協働により地域づ

くりの先進的な取組を実施している。 



まちづくり総合計画 成果・課題 

将
来
都
市
像 

基
本
目
標 

施
策 

主
な
事
務
事
業 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

 

置事業 今後は、協力隊の配置されている地域以外におい

ても、協働の先進事例が広がるよう、協力隊員、行

政、地域づくり支援センターが一体となって活動の

広域化を目指したい。 

   
産 学 官

民 連 携

地 域 型

中 間 支

援 組 織

構 築 事

業 

         7 月新発田市

中間支援組織

推進協議会」設

立 

10 月「新発田

地域づくり支

援センター」開

設 

 

・支援センター 

10/10~3/31 

相談 33件 

協働事業 3件 

平成 28年、産学官民が参画・協働し地域課題を解決

する体制として「新発田市中間支援組織推進協議会」

を立ち上げ、当該協議会が運営母体となり平成 29年

10月、相談窓口である「新発田市地域づくり支援セ

ンター」を開設した。 

 地域づくりのコーディネート、協働のモデル事業

助成をはじめ、地域おこし協力隊員との連携などを

実施しながら、市全体で協働による地域づくりを推

進するための体制が整備された。今後、支援センタ

ーが核となり、さらに協働の推進を図っていく。 

 


